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資料２

令和２年度 政策評価基本方針（案）新旧対照表

新（R２） 旧（R元） 備 考

第１ 趣旨 第１ 趣旨

政策評価（北海道政策評価条例（平成１４年北海道条例第１号。以 政策評価（北海道政策評価条例（平成１４年北海道条例第１号。以

下「条例」という。））の計画的かつ着実な推進を図るため、条例第４ 下「条例」という。））の計画的かつ着実な推進を図るため、条例第４

条第１項の規定に基づき、令和２年度の政策評価に関する基本方針を 条第１項の規定に基づき、令和元年度の政策評価に関する基本方針を ・実施年度の更新

定める。 定める。

第２ 政策評価に関する基本方針 第２ 政策評価に関する基本方針

１ 政策評価の実施に関する基本的な方針 １ 政策評価の実施に関する基本的な方針

(1) 評価の趣旨 (1) 評価の趣旨

ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本システムのも ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本システムのも

と、フルコストによる政策評価を行い、評価結果を予算の編成及び執 と、フルコストによる政策評価を行い、評価結果を予算の編成及び執

行、組織・機構の整備並びに総合計画の推進管理など道政の各分野に 行、組織・機構の整備並びに総合計画の推進管理など道政の各分野に

反映させるとともに、政策決定や事業遂行にかかわる情報を広く道民 反映させるとともに、政策決定や事業遂行にかかわる情報を広く道民

に提供する。 に提供する。

(2) 評価の目的 (2) 評価の目的

ア 政策の合理的な選択と質の向上 ア 政策の合理的な選択と質の向上

社会経済情勢の変化などに伴う道政上の課題への的確な対応に向 社会経済情勢の変化などに伴う道政上の課題への的確な対応に向

け、効果的な施策展開を図るため、定期的に点検・検証を行い、各 け、効果的な施策展開を図るため、定期的に点検・検証を行い、各

種情報を蓄積することにより、政策の合理的な選択と質の向上を図 種情報を蓄積することにより、政策の合理的な選択と質の向上を図

る｡ る｡

イ 限りある財源、人員等の効果的配分 イ 限りある財源、人員等の効果的配分

政策の必要性や優先度、有効性・効率性の視点などから改善等を 政策の必要性や優先度、有効性・効率性の視点などから改善等を

要する事務事業の見直しを行い、限られた行財政資源を効果的に配 要する事務事業の見直しを行い、限られた行財政資源を効果的に配

分する。 分する。

ウ 行政の透明性の確保と説明責任の遂行 ウ 行政の透明性の確保と説明責任の遂行

道の政策内容と遂行プロセスを広く道民に公開し、行政の透明性 道の政策内容と遂行プロセスを広く道民に公開し、行政の透明性

の確保と説明責任の遂行を図る。 の確保と説明責任の遂行を図る。
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(3) 評価の体系 (3) 評価の体系

基 本 評 価 ･･･ 道政全般を網羅する評価 基 本 評 価 ･･･ 道政全般を網羅する評価

施策評価 施策評価

事務事業評価 事務事業評価

公共事業評価 ･･･ 公共事業に関して行う評価 公共事業評価 ･･･ 公共事業に関して行う評価

公共事業再評価 公共事業再評価

公共事業（大規模等）事前評価 公共事業（大規模等）事前評価

特定課題評価 ･･･ 知事が点検、検証等を行う必要があると認め 特定課題評価 ･･･ 知事が点検、検証等を行う必要があると認め

る課題に関して行う評価 る課題に関して行う評価

(4) 評価の実施体制 (4) 評価の実施体制

一次政策評価（実施機関が行う政策評価）と、道政の統一性を確保 一次政策評価（実施機関が行う政策評価）と、道政の統一性を確保

し又は総合的な推進を図る観点から、一次政策評価の対象となった政 し又は総合的な推進を図る観点から、一次政策評価の対象となった政

策のうち必要があると認めるものについて行う二次政策評価（知事が 策のうち必要があると認めるものについて行う二次政策評価（知事が

行う政策評価）の二段階評価とする。 行う政策評価）の二段階評価とする。

(5) 評価の実施 (5) 評価の実施

基本評価（施策評価及び事務事業評価）、公共事業評価（公共事業 基本評価（施策評価及び事務事業評価）、公共事業評価（公共事業 ・令和２年度は、「道民の生命と暮ら

再評価、公共事業（大規模等）事前評価）、特定課題評価を実施する。 再評価、公共事業（大規模等）事前評価）、特定課題評価を実施する。 しを守る」ことを最優先に、新型コ

なお、令和２年度については、特定課題評価を実施しない。 ロナウイルス感染症の拡大防止の徹

底と社会経済の両立を目指す取組に

注力することから、今年度は特定課

題評価を実施しない。

(6) 実施方針の策定 (6) 実施方針の策定

実施機関は、条例第５条第１項の規定により、この基本方針に基づ 実施機関は、条例第５条第１項の規定により、この基本方針に基づ

き各政策評価（基本評価（施策評価及び事務事業評価）、公共事業評 き各政策評価（基本評価（施策評価及び事務事業評価）、公共事業評

価（公共事業再評価、公共事業（大規模等）事前評価）、特定課題評 価（公共事業再評価、公共事業（大規模等）事前評価）、特定課題評 ・実施しないことによる削除

価）の実施方針を定めるものとする｡ 価）の実施方針を定めるものとする｡

ただし、各政策評価において、評価の対象となる事務事業等がない ただし、各政策評価において、評価の対象となる事務事業等がない

実施機関にあっては、当該政策評価の実施方針を定める必要はないも 実施機関にあっては、当該政策評価の実施方針を定める必要はないも

のとする。 のとする。
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２ 政策評価の実施に係る基本的な考え方 ２ 政策評価の実施に係る基本的な考え方

政策評価の実施に当たっては、「北海道総合計画（以下「総合計画」 政策評価の実施に当たっては、「北海道総合計画（以下「総合計画」

という。）」及び知事公約等を着実に推進するため、施策・事業の改善や という。）」及び知事公約等を着実に推進するとともに、「行財政運営方 ・総合計画等の推進を目的としている

取捨選択、関係部局間や民間との連携強化の推進など、徹底した点検・ 針」を踏まえ、安定的で持続的な財政基盤を確立していくため、施策・ ため、文言整理

検証の上、必要な見直しを行うものとする。 事業の取捨選択や施策間連携・横断的事業の推進など、徹底した点検・

検証の上、必要な見直しを行うものとする。

(1) 基本評価 (1) 基本評価

ア 施策評価 ア 施策評価

総合計画で掲げた政策目標の実現に向け、総合計画の政策体系に 総合計画の政策体系に沿って重点戦略計画などに関連する施策と ・文言整理

沿った重点戦略計画などに関連する施策を一体的に推進管理すると 一体的に推進管理を行うとともに、限られた行財政資源の最大限の

ともに、限られた行財政資源の最大限の活用と施策目標の実現を図 活用と施策目標の実現を図る観点から、目標・指標などの具体の根

る観点から、目標・指標などの具体の根拠に基づき、施策の点検・ 拠に基づき、施策の点検・検証を行い、政策目標の実現に向けた今

検証を行い、今後の施策展開の基本的な考え方や方向性などを明ら 後の施策展開の基本的な考え方や方向性などを明らかにする。

かにする。

イ 事務事業評価 イ 事務事業評価

施策目標の実現と、事業の効果的かつ効率的な執行を図る観点に 施策目標の実現と、事業の効果的かつ効率的な執行を図る観点に

より、前例にとらわれない意識のもと、施策評価と一体的に点検・ より、前例にとらわれない意識のもと、施策評価と一体的に点検・

検証を行うとともに、改善等を要する事務事業の再構築（スクラッ 検証を行うとともに、改善等を要する事務事業の再構築（スクラッ

プ・アンド・ビルド）を徹底するなど、限られた行財政資源を最大 プ・アンド・ビルド）を徹底するなど、限られた行財政資源を最大

限に活用することにより、道政上の課題への対応と規律ある財政運 限に活用することにより、道政上の課題への対応と規律ある財政運

営との両立を図る。 営との両立を図る。

(2) 公共事業評価 (2) 公共事業評価

ア 公共事業再評価 ア 公共事業再評価

公共事業は、社会資本の整備を通じて道民生活の向上を図る上で 公共事業は、社会資本の整備を通じて道民生活の向上を図る上で

重要な役割を果たす一方で、事業期間の長期化に伴い社会経済情勢 重要な役割を果たす一方で、事業期間の長期化に伴い社会経済情勢

の変化など取り巻く状況も変化することから、事業着手から一定期 の変化など取り巻く状況も変化することから、事業着手から一定期

間経過後での継続事業の妥当性などを検証するため、事業実施中の 間経過後での継続事業の妥当性などを検証するため、事業実施中の

地区ごとに点検・検証を行うことによって、公共事業の効果的・効 地区ごとに点検・検証を行うことによって、公共事業の効果的・効

率的な実施と実施過程の透明性の一層の向上を図る。 率的な実施と実施過程の透明性の一層の向上を図る。
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イ 公共事業（大規模等）事前評価 イ 公共事業（大規模等）事前評価

大規模公共事業は、北海道にとって必要な社会資本を効果的、重 大規模公共事業は、北海道にとって必要な社会資本を効果的、重

点的に整備するうえで大きな役割を果たす一方で、投資額が大きく 点的に整備するうえで大きな役割を果たす一方で、投資額が大きく

建設にも長期間を要するなど、社会的・地域的にも大きな影響があ 建設にも長期間を要するなど、社会的・地域的にも大きな影響があ

るため、大規模な公共事業等について、事業の企画・立案段階で、 るため、大規模な公共事業等について、事業の企画・立案段階で、

必要性や事業効果などを点検・検証するとともに、事業内容や検討 必要性や事業効果などを点検・検証するとともに、事業内容や検討

状況等を明らかにすることにより、企画・立案過程の透明性の一層 状況等を明らかにすることにより、企画・立案過程の透明性の一層

の向上を図る。 の向上を図る。

(3) 特定課題評価 (3) 特定課題評価 ・実施しないことによる削除

その時々の行政ニーズに対応して、政策に関する特定の課題を設定 その時々の行政ニーズに対応して、政策に関する特定の課題を設定

し、その課題に係る施策や事務事業について、点検・検証等を行うと し、その課題に係る施策や事務事業について、点検・検証等を行うと

ともに、政策評価委員会によるヒアリングを公開で行うなど、外部評 ともに、政策評価委員会によるヒアリングを公開で行うなど、外部評

価の手法を用いることにより、評価の透明性の向上、道民参加の促進 価の手法を用いることにより、評価の透明性の向上、道民参加の促進

及び行政の説明責任の一層の向上を図る。 及び行政の説明責任の一層の向上を図る。

３ 政策評価の対象に関する事項 ３ 政策評価の対象に関する事項

(1) 基本評価 (1) 基本評価

ア 施策評価 ア 施策評価

総合計画の政策体系に沿って整理した施策 総合計画の政策体系に沿って整理した施策

イ 事務事業評価 イ 事務事業評価

令和２年度予算に計上されている事業及び職員配置の基礎となっ 令和元年度予算に計上されている事業及び職員配置の基礎となっ ・実施年度の更新

ている分掌事務のうち、実施方針で定める事務事業 ている分掌事務のうち、実施方針で定める事務事業
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(2) 公共事業評価 (2) 公共事業評価

ア 公共事業再評価 ア 公共事業再評価

道が実施する公共事業（国庫補助事業及び交付金事業）の施工地 道が実施する公共事業（国庫補助事業及び交付金事業）の施工地

区のうち、次に該当するもの 区のうち、次に該当するもの

(ｱ) 国（公共事業関係省庁）が定めた再評価の要件に該当する地区 (ｱ) 国（公共事業関係省庁）が定めた再評価の要件に該当する地区

及び交付金事業の施工地区のうち、同要件を準用した場合に該当 及び交付金事業の施工地区のうち、同要件を準用した場合に該当

することとなる地区 することとなる地区

(ｲ) 事業費に大幅な変更が生じた地区 (ｲ) 事業費に大幅な変更が生じた地区

(ｳ) その他特に必要と認める地区 (ｳ) その他特に必要と認める地区

イ 公共事業（大規模等）事前評価 イ 公共事業（大規模等）事前評価

道が実施する公共事業（国庫補助事業及び交付金事業）の施工地 道が実施する公共事業（国庫補助事業及び交付金事業）の施工地

区のうち、国（公共事業関係省庁）の事前評価実施要領等に示され 区のうち、国（公共事業関係省庁）の事前評価実施要領等に示され

ている事業の施工地区及び同要領等を準用した場合に対象となる交 ている事業の施工地区及び同要領等を準用した場合に対象となる交

付金事業の施工地区で、次に該当するもの 付金事業の施工地区で、次に該当するもの

(ｱ) 令和４年度国費予算要望等を予定している施工地区のうち、 (ｱ) 令和３年度国費予算要望等を予定している施工地区のうち、 ・実施年度の更新

事業費が１０億円以上の地区 事業費が１０億円以上の地区

(ｲ) その他特に必要と認める地区 (ｲ) その他特に必要と認める地区

(3) 特定課題評価 (3) 特定課題評価 ・実施しないことによる削除

ア テーマ ア テーマ

分かりやすい評価制度について 分かりやすい評価制度について

イ 対象 イ 対象

基本評価制度等 基本評価制度等
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４ 政策評価の視点に関する事項 ４ 政策評価の視点に関する事項

政策評価の視点は、必要性、有効性、効率性等及び政策の特性に応じ 政策評価の視点は、必要性、有効性、効率性等及び政策の特性に応じ

て定めるものとし、各評価の視点は、次を基本とする。 て定めるものとし、各評価の視点は、次を基本とする。

(1) 基本評価 (1) 基本評価

ア 施策評価 ア 施策評価

(ｱ) 施策目標の達成状況 (ｱ) 施策目標の達成状況

(ｲ) 施策間の連携状況等 (ｲ) 施策間の連携状況等

(ｳ) 施策の緊急性、優先性 (ｳ) 施策の緊急性、優先性

イ 事務事業評価 イ 事務事業評価

(ｱ) 事務事業の有効性 (ｱ) 事務事業の有効性

(ｲ) 事務事業のコスト (ｲ) 事務事業のコスト

(ｳ) 事務事業の執行体制 (ｳ) 事務事業の執行体制

(2) 公共事業評価 (2) 公共事業評価

ア 公共事業再評価 ア 公共事業再評価

(ｱ) 事業の進捗状況 (ｱ) 事業の進捗状況

(ｲ) 事業の実施に伴う経済効果 (ｲ) 事業の実施に伴う経済効果

(ｳ) 事業コスト縮減の取組 (ｳ) 事業コスト縮減の取組

(ｴ) 事業の必要性 (ｴ) 事業の必要性

(ｵ) 事業を推進する上での課題 (ｵ) 事業を推進する上での課題

(ｶ) 事業の達成見込み (ｶ) 事業の達成見込み

イ 公共事業（大規模等）事前評価 イ 公共事業（大規模等）事前評価

(ｱ) 事業の必要性 (ｱ) 事業の必要性

(ｲ) 事業内容等の適切性 (ｲ) 事業内容等の適切性

(ｳ) 代替案の検討 (ｳ) 代替案の検討

(ｴ) 緊急性、優先性 (ｴ) 緊急性、優先性

(ｵ) 環境への影響、配慮 (ｵ) 環境への影響、配慮

(ｶ) 事業の妥当性 (ｶ) 事業の妥当性

(ｷ) 事業効果 (ｷ) 事業効果

(ｸ) 事業特性による特記事項 (ｸ) 事業特性による特記事項
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(3) 特定課題評価 (3) 特定課題評価 ・実施しないことによる削除

(ｱ) 評価に関する情報が、分かりやすく道民等に提供されているか (ｱ) 評価に関する情報が、分かりやすく道民等に提供されているか

(ｲ) 総合計画や施策目標の達成に向け、より効果的な評価制度と (ｲ) 総合計画や施策目標の達成に向け、より効果的な評価制度と

なっているか なっているか

(ｳ) 評価事務におけるプロセスが効率的になっているか (ｳ) 評価事務におけるプロセスが効率的になっているか

５ 政策評価の時点に関する事項 ５ 政策評価の時点に関する事項

評価の特性に応じ、次の時点で評価を実施する。 評価の特性に応じ、次の時点で評価を実施する。

(1) 基本評価：中間評価（政策の実施途中の時点における政策評価） (1) 基本評価：中間評価（政策の実施途中の時点における政策評価）

(2) 公共事業評価 (2) 公共事業評価

ア 公共事業再評価：中間評価 ア 公共事業再評価：中間評価

イ 公共事業（大規模等）事前評価：事前評価（政策の実施前の時点 イ 公共事業（大規模等）事前評価：事前評価（政策の実施前の時点

における政策評価) における政策評価)

(3) 特定課題評価：中間評価 (3) 特定課題評価：中間評価 ・実施しないことによる削除

６ 政策評価の方法に関する事項 ６ 政策評価の方法に関する事項

(1) 評価の基準日 (1) 評価の基準日

評価対象を特定する時点を基準日とし、各政策評価について、次の 評価対象を特定する時点を基準日とし、各政策評価について、次の

とおりとする。 とおりとする。

ア 基本評価（施策評価、事務事業評価）：令和２年４月１日 ア 基本評価（施策評価、事務事業評価）：令和元年８月１日 ・実施年月の変更、通常予算編成年度

イ 特定課題評価：令和２年８月１日 イ 特定課題評価：令和元年８月１日 による変更

イ 公共事業再評価：令和２年８月１日 ウ 公共事業再評価：令和元年８月１日 ・実施しないことによる削除

ウ 公共事業(大規模等）事前評価：令和３年３月１日 エ 公共事業(大規模等）事前評価：令和２年３月１日 ・文言整理

ただし、この基準日によらず評価の対象を個別に指定することが ただし、この基準日によらず評価の対象を個別に指定することが

できる。 できる。

(2) 評価の手法 (2) 評価の手法

ア 実施機関は、所管する評価の対象について、実施方針で定める評 ア 実施機関は、所管する評価の対象について、実施方針で定める評

価調書を作成し評価を行うとともに、当該評価調書を知事（政策評 価調書を作成し評価を行うとともに、当該評価調書を知事（政策評

価主管部局）に提出するものとする。 価主管部局）に提出するものとする。

なお、特定課題評価に係る評価調書の作成に当たっては、北海道 なお、特定課題評価に係る評価調書の作成に当たっては、北海道 ・実施しないことによる削除

政策評価委員会（以下「政策評価委員会」という。）による提言を 政策評価委員会（以下「政策評価委員会」という。）による提言を

適切に反映するものとする。 適切に反映するものとする。

イ 知事は、二次政策評価を行うときは、別に定める評価調書を作成 イ 知事は、二次政策評価を行うときは、別に定める評価調書を作成

し評価を行う。 し評価を行う。
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ウ 実施機関は、政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、 ウ 実施機関は、政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、

評価の過程において、政策評価委員会から意見を聴取するなど、学 評価の過程において、政策評価委員会から意見を聴取するなど、学

識経験を有する者の知見の活用に努めるものとする。 識経験を有する者の知見の活用に努めるものとする。

(3) 評価の日程 (3) 評価の日程

ア 基本評価及び特定課題評価の日程は、概ね次のとおり。 ア 基本評価及び特定課題評価の日程は、概ね次のとおり。 ・実施しないことによる削除

７月…基本方針・実施方針決定 ７月…基本方針・実施方針決定

８月～１０月…評価の実施（一次・二次） ８月～１０月…評価の実施（一次・二次）

１１月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・公表 １１月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・公表

イ 公共事業再評価及び公共事業（大規模等）事前評価の日程は、概 イ 公共事業再評価及び公共事業（大規模等）事前評価の日程は、概

ね次のとおり。 ね次のとおり。

(ｱ) 公共事業再評価 (ｱ) 公共事業再評価

７月…基本方針・実施方針決定 ７月…実施方針決定 ・文言整理

８月～１０月…評価の実施（一次・二次） ８月～１０月…評価の実施（一次・二次）

１１月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・公表 １１月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・公表

(ｲ) 公共事業（大規模等）事前評価 (ｲ) 公共事業（大規模等）事前評価

７月…基本方針・実施方針決定 ７月…実施方針決定 ・文言整理

令和３年３月～４月…評価の実施（一次・二次） 令和２年３月～４月…評価の実施（一次・二次） ・実施年の更新

令和３年５月～６月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・ 令和２年５月～６月…評価結果の取りまとめ、議会への報告・

公表 公表

７ 政策評価委員会の運営に関する事項 ７ 政策評価委員会の運営に関する事項

(1) 体制 (1) 体制

政策評価委員会の体制は、北海道政策評価委員会規則(以下｢規則」 政策評価委員会の体制は、北海道政策評価委員会規則(以下｢規則」

という。)に基づき、次のとおりとする。 という。)に基づき、次のとおりとする。

政策評価委員会 政策評価委員会

基本評価等専門委員会 公共事業評価専門委員会 基本評価等専門委員会 公共事業評価専門委員会

(2) 専門委員会の所掌事項 (2) 専門委員会の所掌事項

規則に基づき置く各専門委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 規則に基づき置く各専門委員会の所掌事項は、次のとおりとする。

ア 基本評価等専門委員会：基本評価及び特定課題評価に関すること ア 基本評価等専門委員会：基本評価及び特定課題評価に関すること ・５年を経過するごとの条例の施行の

条例施行の状況等の検討に関すること 状況等について検討を加えることに

イ 公共事業評価専門委員会：公共事業評価に関すること イ 公共事業評価専門委員会：公共事業評価に関すること よる追加
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(3) 開催方針 (3) 開催方針

政策評価委員会は、次に掲げる事項について調査審議するため、開 政策評価委員会は、次に掲げる事項について調査審議するため、開

催する。 催する。

ア 基本方針に関すること ア 基本方針に関すること

イ 政策評価の制度のあり方に関すること イ 政策評価の制度のあり方に関すること

ウ 議会に提出する政策評価の結果に関すること ウ 議会に提出する政策評価の結果に関すること

また、各専門委員会は、所掌する政策評価の実施及び制度に関す また、各専門委員会は、所掌する政策評価の実施及び制度に関す

る事項について調査審議するため、開催する。 る事項について調査審議するため、開催する。

(4) 開催日程等 (4) 開催日程等

令和２年度における政策評価委員会の開催日程等は、概ね次のとお 令和元年度における政策評価委員会の開催日程等は、概ね次のとお ・実施年度の更新

り。 り。

６月（第１回）…議会に提出する政策評価の結果の審議 ５月（第１回）…議会に提出する政策評価の結果の審議 ・実施月の更新

７月（第２回）…基本方針等の審議 ７月（第２回）…基本方針の審議

１０月（第３回）…議会に提出する政策評価の結果の審議 １１月（第３回）…議会に提出する政策評価の結果の審議

…条例施行の検討の審議 また、各専門委員会は、政策評価の実施及び制度の検討に合わせ、 ・条例の施行の状況等について検討す

１月（第４回）…条例施行の検討の審議 適時開催する。 ることによる修正

また、各専門委員会は、政策評価の実施及び制度の検討に合わせ、

適時開催する。

８ 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 ８ 政策評価の結果の政策への反映に関する事項

実施機関は、政策評価の結果を、実施機関が所掌する政策の企画立案 実施機関は、政策評価の結果を、実施機関が所掌する政策の企画立案

をはじめ、予算の編成及び執行、組織及び機構の整備並びに総合計画の をはじめ、予算の編成及び執行、組織・機構の整備並びに総合計画の推 ・文言整理

推進管理、重点政策の展開、事務事業の見直し等の事務改善など、道政 進管理、重点政策の展開、事務事業の見直し等の事務改善など、道政の

のあらゆる分野に着実に反映させるものとする。 あらゆる分野に着実に反映させるものとする。
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９ 政策評価に関する情報の公表に関する事項 ９ 政策評価に関する情報の公表に関する事項

より積極的に道民への説明責任を果たすため、基本方針、実施方針、 条例で公表が義務付けられている基本方針、実施方針、評価調書等の ・文言整理

評価調書、評価の結果等のほか、政策評価委員会及び専門委員会議事録 ほか、政策評価委員会議事録など政策評価に関する情報について、次の

など政策評価に関する情報について、次の方法により、適時に公表する。 方法により、適時に公表する。

なお、公表に当たっては、道民にとって分かりやすい内容、容易に入 なお、公表に当たっては、道民にとって分かりやすい内容、容易に入

手できる方法に努めるものとする。 手できる方法に努めるものとする。

公表の方法 実施主体 公表の方法 実施主体

○実施機関における縦覧及び配付用資 当該政策の所管部局等 ○実施機関における縦覧及び配付用資 当該政策の所管部局等

料の配付 料の配付

○行政情報センター、各総合振興局、 政策評価主管部局 ○行政情報センター、各総合振興局、 政策評価主管部局

各振興局における縦覧及び配付用資料 各振興局における縦覧及び配付用資料

の配付 の配付

○北海道のホームページへの掲載 政策評価主管部局、当該政策 ○北海道のホームページへの掲載 政策評価主管部局、当該政策

の所管部局等 の所管部局等

○上記のほか、新聞、テレビなど各種 政策評価主管部局、関係実施 ○上記のほか、新聞、テレビなど各種 政策評価主管部局、関係実施

広報媒体の活用やその他実施機関が必 機関 広報媒体の活用やその他実施機関が必 機関

要と判断する方法 要と判断する方法

10 政策評価の充実のために必要な措置に関する事項 10 政策評価の充実のために必要な措置に関する事項

(1) 調査、研究等に関する事項 (1) 調査、研究等に関する事項

実施機関は、国、都府県等における実施事例、政策評価手法の信頼 実施機関は、国、都府県等における実施事例、政策評価手法の信頼

性及び精度の向上に関する調査、研究等に努めるものとする。 性及び精度の向上に関する調査、研究等に努めるものとする。

(2) 職員の資質の向上に関する事項 (2) 職員の資質の向上に関する事項

実施機関は、政策評価に関する研修機会の確保に努めるほか、政策 実施機関は、政策評価に関する研修機会の確保に努めるほか、政策

評価の実施に当たって、説明会の開催、マニュアルの作成などを通じ 評価の実施に当たって、説明会の開催、マニュアルの作成などを通じ

て、職員の資質の向上を図るものとする。 て、職員の資質の向上を図るものとする。

(3) その他の措置 (3) その他の措置

実施機関は、ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本 実施機関は、ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本

システムの強化に向けて、政策評価制度の改善・充実に努める。 システムの強化に向けて、政策評価制度の改善・充実に努める。
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11 政策評価に関する道民意見の取扱いに関する事項 11 政策評価に関する道民意見の取扱いに関する事項

実施機関は、広報・広聴活動の充実、インターネット等情報通信手段

の活用などにより、道民が意見を述べる機会が確保されるよう努めるも 実施機関は、広報・広聴活動の充実、インターネット等情報通信手段

のとする。 の活用などにより、道民が意見を述べる機会が確保されるよう努めるも

また、提出された道民の意見については、政策評価への適切な反映に のとする。

努めるとともに、その反映状況を明らかにするものとする。 また、提出された道民の意見については、政策評価への適切な反映に

努めるとともに、その反映状況を明らかにするものとする。

12 政策評価結果の北海道議会への報告に関する事項 12 政策評価結果の北海道議会への報告に関する事項

政策評価主管部局及び政策の所管部局等は当該政策評価結果につい

て、原則第４回定例会において所管する常任委員会へ提出するものとす 政策評価主管部局及び政策の所管部局等は当該政策評価結果につい

る。 て、原則第４回定例会において所管する常任委員会へ提出するものとす

なお、評価の特性により、上記定例会への提出が困難な場合は、評価 る。

結果取りまとめ後、議会に提出するものとする。 なお、評価の特性により、上記定例会への提出が困難な場合は、評価

結果取りまとめ後、議会に提出するものとする。

13 その他政策評価の実施に関し必要な事項 13 その他政策評価の実施に関し必要な事項

この基本方針に定めるもののほか、その他政策評価の実施に関し必要 この基本方針に定めるもののほか、その他政策評価の実施に関し必要

な事項については、各政策評価の実施方針において定めるものとする。 な事項については、各政策評価の実施方針において定めるものとする。


